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 昨年の４月１日，北大教職員は意に反して非公務員となり，憲法はもとより，労働基準法，

労働組合法が適用される労働者及び労働組合となった．労働条件は，労働者と使用者が

対等の立場において決定すべきもの（労基法第２条）であり，明確かつ合理的な理由無く一

方的に変更されることをけっして受け入れることはできない．昨年の寒冷地手当削減の経緯

について現在大学と組合が係争中であるように，本組合は，組合との十分な協議および合

意を経ずして大学が一方的に給与に関する就業規則を変更することを認めない． 

 本組合は下記交渉事項について団体交渉を要求する．誠実に対応されたい． 

 

交渉事項 

 

１．十分な労使の協議時間を確保するため，「職員給与規程」の施行日１２月１日を延期する

こと． 

２．今後の協議方法について． 

なお，今後の誠実協議のため下記を説明すること 

1) 独立行政法人通則法について 

北海道大学は，国立大学法人法が準用している独立行政法人通則法 63 条 3 項に

従うとして今回の給与引き下げを提案している．63 条 3 項と同法 52 条 3 項の差異と，

今回の北大提案内容の関係を比較対照的に説明すること． 

2) 本年の人事院勧告への対応の緊急性について 

本年公表された本学職員の給与水準が対国家公務員ラスパイレス指数 86.6 である

こと，および私立大学教員と本学教員の給与水準の格差（人事院勧告参考資料２）

の 2 点に比して，本年の人事院勧告が独立行政法人通則法 63 条 3 項のいう「社会

一般の情勢」としてより重要であり，それに緊急に対応する必要性があると考える根

拠を説明すること． 

3) 本年人勧の客観性について 

今年度の人事院勧告について，法人化によって低所得の公務員であった国立大学

職員が給与等実態調査から切り離され，その結果国家公務員の平均賃金が高くな

ったために官民の比較で官の方が高くなったとする資料がある．これが事実であった

場合にも，大学が人事院勧告に従ってさらに自らの給与水準を引き下げる合理的な

必要性があると考えるか．もしそうであれば，その論拠を示すこと． 

以 上 


